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Tax update

生産性の向上を目指してデータの利活用を行う企業
に対する税制上の後押しとして、平成30年度の税制
改正において「革新的情報産業活用設備を取得した場
合の特別償却又は特別控除」（以下、IoT税制）が創
設されました。
本稿では、IoT税制の内容と適用に当たっての留意

点を解説します。

IoT税制の適用を受けるためには、生産性向上特別

措置法に定める基準に従った「革新的データ産業活用
計画」を作成し、主務大臣の認定を受ける必要があり
ます。
当該革新的データ産業活用計画について要求される
事項は次のとおりです。

1. 革新的データ産業活用の方法
革新的データ産業活用の方法が、＜図1＞の要件を

満たしている必要があります。

2. セキュリティ対策
データの安全管理の措置に関して、革新的データ産
業活用に関する指針に基づく対応が取られていること
を「情報処理安全確保支援士」が担保していることが

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　生産性向上特別措置法による計画認定

▶図1　データ連携・利活用の要件

①他の法人もしくは個人が収集もしくは保有するデー
タ又は自らセンサー等を利用して新たに取得する
データを既存の内部データと合わせて連携させ、利
活用すること 

②親会社と子会社との間もしくは子会社間又は同一の
法人の異なる事業所間において、漏えい又は毀

き

損
そん

を
した場合に競争上不利益が生ずる恐れのあるデータ
を外部ネットワークを通じて連携し、利活用する
こと 

次の要件1、要件2のいずれにも該当するもの

要件1

or

③要件1①又は②の各データを継続的及び自動的に収
集し、一体的に管理すること

④要件1①又は②の各データ同士を継続的に連携さ
せ、及び分析すること

⑤要件2④の分析を踏まえた生産、販売その他事業活
動に対して継続的に指示すること

要件2

and

and
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明確になっている必要があります※。

3. 生産性向上目標
革新的データ産業活用計画に基づく生産性向上の目
標が、次の（1）及び（2）のいずれにも該当する見込み
であると認められる必要があります。

（1）労働生産性
設備を事業の用に供した年度の翌年度から3年間の
労働生産性の伸び率の年平均が2％以上となること。

（2）投資利益率
設備を事業の用に供した年度の翌年度から3年間の
投資利益率の年平均が15％以上となること。

1. 適用対象法人
青色申告書を提出する法人で、生産性向上特別措置
法第29条に規定する「認定革新的データ産業活用事業
者」であるものとされています。なお、取得する資産
の用途について一定の制限があるため、ソフトウエア
業や情報処理サービス業、インターネット付随サービ
ス業を営む法人は実質的に適用できないものと考えら
れます。

2. 適用期間
生産性向上特別措置法の施行の日（平成30年6月6

日）から平成33年3月31日までの間に適用対象資産の
取得等をし、これを事業の用に供した場合に本特例の

適用があります。

3. 適用対象資産
（1）対象資産

IoT税制の適用対象となる資産は、主務大臣に認定
された革新的データ産業活用計画に記載された次の資
産（以下、革新的情報産業活用設備）で、これらの取得
価額の合計額が5,000万円以上のものに限られます。

（2）留意点
ここでいう特定ソフトウエアとは、例えば、これま
で連携したことのない2種類以上の異なるデータを連
携し、分析するために継続的かつ一体的に管理しつつ、
連携、分析を行うもので、その分析に基づき、企業自
身の事業活動に対する指示を継続的に行うソフトウエ
アとして認定革新的データ産業活用計画に位置付けら
れているものが該当します。
その他、ソフトウエアに関する留意点は次のとおり
です。

また、機械及び装置、器具及び備品についても耐用
年数省令別表第6の開発研究用減価償却資産に掲げる
ものは除くこととされています。

4. 特別償却
（1）特別償却限度額
特別償却の適用を受ける場合の限度額は、その革新
的情報産業活用設備の取得価額の30％相当額です。

※　中小企業者等にあっては「ITコーディネーター」による確認でも適用可能

＊1　会計上の減価償却費
＊2　労働者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間

労働生産性＝
営業利益＋人件費＋減価償却費＊1

労働投入量＊2

＊3　会計上の減価償却費
＊4　設備の取得等をする年度の翌年度以降3年度の平均額
＊5　設備の取得等をする年度におけるその取得等をする設備の取得価額の

合計額

3年間の投資
利益率の年平均＝

（営業利益＋減価償却費＊3）の増加額＊4

設備投資額＊5

Ⅲ　税制上の特例

適用対象資産

①特定ソフトウエア　②機械及び装置　③器具及び備品

• 機械装置やパソコン等に組み込まれたソフトウ
エアでも対象となるため、ソフトウエアとして
無形固定資産の勘定科目に計上されなければな
らないというものではありません。

• ソフトウエアの取得等をするものとされている
ため、クラウドによる利用は認められないこと
になります。

• IoT税制の対象となるソフトウエアから耐用年
数省令別表第6の開発研究用減価償却資産に掲
げるソフトウエアについては、除くこととされ
ています。
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（2）留意点

5. 税額控除
（1）税額控除限度額
①原則
税額控除の限度額は、その革新的情報産業活用設備
の取得価額の3％相当額です（ただし、調整前法人税
額の15％相当額が上限）。

②特例
その事業年度の次の算式で求めた割合が3％以上で

ある場合には、税額控除限度額が5％相当額となりま
す（ただし、調整前法人税額の20％相当額が上限）。

（2）留意点
中小企業者（適用除外事業者を除く）及び農業協同
組合等以外のいわゆる大法人については、税額控除を
適用しようとする事業年度において、次に掲げる要件
のいずれにも該当しないときは、本件税額控除を適用
することができません。

①継続雇用者給与等支給額が継続雇用者比較給与
等支給額を超えること

②国内設備投資額がその法人の当期償却費総額の
10％に相当する金額を超えること

③対象事業年度の所得の金額がその前事業年度の
所得の金額以下であること

≧3％
継続雇用者給与等支給額－継続雇用者比較給与等支給額

継続雇用者比較給与等支給額

①所有権移転外リース取引により取得したものは、
特別償却の適用を受けることはできません。た
だし、下記5.の税額控除の対象とすることはで
きます。

②特別償却不足額がある場合には、1年間の繰越
しが可能です。

③特別償却準備金の経理処理によって適用するこ
とも可能です。
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